
小規模多機能型居宅介護（概要）

利用者の自宅

在宅生活の支援

様態や希望により、 「訪問」

小規模多機能型居宅介護事業所

「訪問」

人員配置は固定にせず、柔軟な業務遂行を可能に。

様態や希望により、

「泊まり」

○１事業所の登録定員は29名以下
○「通い」の利用定員は登録定員
の2分の1～15名の範囲内（一定
の要件を満たす場合は最大18
名）

○「泊まり」の利用定員は通いの利
用定員の3分の1～9名の範囲内

「通い」を中心とした利用

○居間及び食堂は機能を十分
に発揮しうる適当な広さ

○泊まりは４．５畳程度で プライ
バシーが確保できるしつらえ

○介護・看護職員
日中：通いの利用者

３人に１人
＋訪問対応１人

夜間：泊まりと訪問対応で
２人（１人は宿直可）

○介護支援専門員１人

○要介護度別の月単位の定額報酬

《利用者》 《設備》《人員配置》

どのサービスを利用しても、なじみの職員によるサー
ビスが受けられる。

運営推進会議

利用者、利用者の家族、地域住民、市町
村の職員、地域包括支援センターの職員等
による会議において、おおむね２月に１回以
上、活動状況等について協議・報告・評価を
行う。

○ 外部の視点の評価による地域に開かれた
サービス

○ サービスの質の確保

運営推進会議の効率化や、事業所間
のネットワーク形成の促進等の観点
から、一定の要件を満たす場合は、
複数の事業所の合同開催が可能

〇「通い」を中心として、要介護者の様態や希望に応じて、随時「訪問」や「泊まり」を組み合わせてサービスを提供することで、中重度となっても在
宅での生活が継続できるよう支援するため、小規模多機能型居宅介護が創設された（平成１８年４月創設）。

経緯

〇「小規模多機能型居宅介護」は、利用者（要介護者）の心身の状況や置かれている環境に応じて、利用者の選択に基づき、居宅に訪問し、また
は施設に通わせ、もしくは施設に短期間宿泊させ、入浴・排せつ・食事等の介護、調理・洗濯・掃除等の家事等や機能訓練を行うものをいう。

定義
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重点番号14：小規模多機能型居宅介護事業所の登録定員上限及び通いサービスの利用定員上限の見直し（登録定員超過時の介護報酬減算の基準緩和）（厚生労働省）



利用者の要介護度・要支援度に応じた
基本サービス費

利用者の状態に応じたサービス提供や
事業所の体制に対する加算・減算

要介護
１

10,320
単位

要介護
2

15,167
単位

要介護
3

22,062
単位

要介護
4

24,350
単位

要介護
5

26,849
単位

登録日から30日以内ｻｰﾋﾞｽ
提供

（30単位／日）

基準を上回る看護職員配置※

（900単位,700単位,480単位/月）

認知症の者へのｻｰﾋﾞｽ提供※

（800単位、500単位／月）

中山間地域等でのｻｰﾋﾞｽ提供

（5％）

定員を超えた利用や人員配置基準
に違反

（▲30％）

サービスの提供が過少である事業
所

（▲３0％）

要支援１
3,403
単位

要支援
2

6,877
単位

（注）※印の加算については、指定小規模多機能型居宅介護にのみ適用。（指定介護予防小規模多機能型居宅介護には適用されない。）
（※）点線枠の加算は、限度額に含まれない。

市町村独自の要件※
（300単位、200単位、100単位）

1,000単位を上限とする

小規模多機能型居宅介護（報酬）

要介護
１

9,298
単位

要介護
2

13,665
単位

要介護
3

19,878
単位

要介護
4

21,939
単位

要介護
5

24,191
単位

要支援１
3,066
単位

要支援
2

6,196
単位

（１）同一建物に居住する者以外の者に対して行う場合

（２）同一建物に居住する者に対して行う場合

訪問サービスの提供体制の
強化※

（1,000単位／月）

包括サービスとしての総合
的なマネジメント

（1,000単位／月）

看取り期の連携体制の構築※

（64単位／日）

介護福祉士や常勤職員等の割合
や職員研修の実施等の要件を満
たす場合（ｻｰﾋﾞｽ提供体制強化
加算）

介護職員処遇改善加算
・加算Ⅰ：10.2％

・加算Ⅱ：7.4％

・加算Ⅲ：4.1％

・加算Ⅳ：加算Ⅲ×0.9

・加算Ⅴ：加算Ⅲ×0.8

・介護福祉士5割以上：640単位
・介護福祉士4割以上：500単位
・常勤職員等 ：350単位

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ職と
の連携

（200単位・
100単位／月）

若年性認知症の
者へのｻｰﾋﾞｽ提
供

（800単位、
450単位／月）

栄養スクリーニ
ング加算

（５単位／回）
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本体事業所 サテライト型事業所

代表者
認知症対応型サービス事業開設者研修を修
了した者

本体の代表者

管理者
認知症対応型サービス事業管理者研修を修
了した常勤・専従の者

本体の管理者が兼務可能

小
規
模
多
機
能
型
居
宅
介
護
従
業
者

日中

通いサービス 常勤換算方法で３：１以上 常勤換算方法で３：１以上

訪問サービス
常勤換算方法で１以上（他のサテライト型事業
所の利用者に対しサービスを提供することが
できる。）

１以上（本体事業所又は他のサテライト型事業
所の利用者に対しサービスを提供することがで
きる。）

夜間

夜勤職員
時間帯を通じて１以上（宿泊利用者がいない場
合、置かないことができる。）

時間帯を通じて１以上（宿泊利用者がいない場
合、置かないことができる。）

宿直職員 時間帯を通じて１以上
本体事業所から適切な支援を受けられる場合、
置かないことができる。

看護職員
小規模多機能型居宅介護従業者のうち
１以上

本体事業所から適切な支援を受けられる場合、
置かないことができる。

介護支援専門員
介護支援専門員であって、小規模多機能型
サービス等計画作成担当者研修を修了した者
１以上

小規模多機能型サービス等計画作成担当者研
修を修了した者 １以上

※ 代表者・管理者・看護職員・介護支援専門員・夜間の宿直者（緊急時の訪問対応要員）は、本体との兼務等により、サテライト型事業所に配置しない
ことができる。

小規模多機能型居宅介護（人員基準）
必要となる人員・設備等
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小規模多機能型居宅介護支援事業の定員に関する規定について

3

指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準第66条に
定員に関する規定が置かれている。

本体事業所 サテライト事業所

登録定員 ２９人まで １８人まで

通いの定員 登録定員の１/２～１５人まで（※） 登録定員の１/２～１２人まで

泊まりの定員 通い定員の１/３～９人まで 通い定員の１/３～６人まで

※ 登録定員が２５名を超える場合は、登録定員に応じて、通いの定員を次の表
のとおりとすることが出来る。

登録定員 通いの定員

２６人又は２７人 １６人

２８人 １７人

２９人 １８人
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